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社会医学教育＊1

高野　健人＊2

はじめに

　社会医学の内容の多くは時代背景を直接反映

し，常に変化するものが多い．また一方，時代を

経ても変わらぬ基本的で普遍的な学術的事項や，

アプローチの考え方，公共の健康を確保するとい

う精神（public　health　mind）もある．したがっ

て，卒前社会医学教育の内容は，これらをどのよ

うに組み合わせて，医学生に，興味を持たせつ

つ，卒業時点において医師として獲得していなけ

ればならない必要最小限の知識，技能および態度

を効果的にプログラム化するかということが課題

となる．また，社会医学的内容は，孤立して存在

するのではなく，医学教育のあらゆる分野と相互

に密接に関連した不可分のものである．しかしな

がら，実際の教育現場では，事項によっては，集

中的な教え方をした方が教育の効果と効率を上げ

得るものもある．ここにも組み合わせのバランス

による効果の極大を求めるという課題がある．い

ずれにしても，社会医学の教育内容は，その獲得

によって，医師が行う職務の遂行が，よりいっそ

う社会に直接貢献をすることができるようにな職

務の遂行になるかどうかでその真価が問われるも

のであろう．この意味において，現実の社会の進

行のスピードは，近年，特に加速しており，その

社会医学的問題に対して，いち早く，また正しく

対応した教育の内容を提供する必要があり，常に

バージョソアップが求められているという現状で

ある．このためには，教育担当者は，関連学会，

教育に関する全国の協議会などを核としてネット
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ワークを築き，体制を整え，社会のスピードと

ニーズにリアルタイムに合致した教育内容や教育

の方法などの改善に努めている．

1．衛生学・公衆衛生学教育の現状

　1）講座数および教員・大学院生数

　衛生学・公衆衛生学の卒前教育は，全国80の

医学部・医科大学にある衛生学，公衆衛生学，衛

生学公衆衛生学，環境保健医学，病院管理学など

の講座や付置研究所などにおいて行われている．

多くの大学は，2つ以上の関連講座・分野を持っ

ているが，1講座制の大学が10大学（うち2名

の教授がいる事実上2講座の大学を除くと8大

学）ある．大学院化は14の大学で行われ，その

影響もあり，3つ以上の関連講座・分野をもつ大

学・大学院が増加している1）．大学改革の中で，

社会医学自体あるいはほかの分野との連携の必要

性が認識され，社会医学の扱う領域が拡大し，多

様化していることが最近の傾向である．また一

方，医学はもともと社会的なものだから，あらゆ

る分野の教官が社会医学を教えられるはずだとい

う乱暴な意見も閉鎖的な意思決定過程では批判を

免れる場合があり，教官の教育能力の質の向上が

求められている．

　2001年9月現在の専任教員数および大学院学

生数は，教授188（欠員含まず），助教授138，

講師153，助手348，大学院生544で1），1997年

に比較していずれも増加している．特に，大学院

生の数は1997年の396に比較して大きく増加

し，若い世代が，社会医学の新たな可能性を見出

し，その重要性を認識し始めていることがうかが

える．若い世代の参入は，社会医学的課題が，現

在および将来において国民の健康にとって深刻性

を増しているということを示すとともに，それに

チャレンジする若者の増加でもあり，わが国にと

って頼もしいことの1つであろう．大学院化に
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伴い，医学部卒業生に加えて，医学部以外，ある

いは海外の大学の卒業生の大学院生も増加してお

り，今後の社会医学の広がりを示している．

　2）授業方法と授業時間

　講義の内容は，表1にみるような状況にあ

る2）．1998年の調査では，授業時間数は約66コ

マ（1コマ90分）であった．平均のコマ数をみ

ると，産業保健，環境保全・環境保健，保健医療

福祉制度，疫学総論が多い．

　実習は，学外施設実習（保健所，福祉施設，工

場，地域保健医療機関，学校，家庭など），学内

の実験実習・演習，野外実習（環境調査など），

施設見学などである．中でも保健所実習は，衛生

学公衆衛生学教育協議会の調査によると63％の

大学で実施されている2）．実施日数は，実施して

いる38校のうち，5日が13校，1日が7校，2

日が5校などとなっている．保健所実習の内容

は，見学，訪問，講義，健康診断，調査研究など

である．分野別には，成人・老人保健，地域保

健，母子保健，精神保健，在宅ケアが中心で，結

核・エイズなどの感染症，食品衛生もよく取り上

げられている．国立大学においては，学外実習の

人件費支出が認められていることも学外実習を活

発にしていると考えられる．また，衛生学・公衆

衛生学実習として，統計実習，環境評価，環境測

定，健康診断などが行われている．今後は，医学

における教育プログラム研究・開発事業委員会か

ら発表された「医学教育モデル・コア・カリキュ

ラム」3）を踏まえてさまざまな改善を行うととも

に，各大学の特色を生かした社会医学教育へと発

展していくものと期待される．

　3）教育内容の改善の試み

　全国の医育機関における衛生学・公衆衛生学な

どの教授またはそれに準ずるものを会員とする衛

生学公衆衛生学教育協議会では，社会医学教育の

内容改善の努力を行っている．

　1995年に同協議会は「衛生学・公衆衛生学コ

ア・カリ」を発表し，カリキュラムの改善を進

め，各大学へのアンケートやワークショップなど

を実施し，平成13年医師国家試験出題基準を踏

まえ，一一般教育目標（GIO）および個別学習事項

（SBOs）を含むカリキュラム案を提案した2）．現

表1　衛生学・公衆衛生学項目別講義実施状況

項　目
コマ数

平均　　標準偏差

1．衛生学・公衆衛生学総論

2．健康増進・疾病予防

3．人口・保健統計

4．疫学総論

5．環境保全・環境保健

6．食と健康

7．保健・医療・福祉制度

8．地域保健

9．母子保健

10．学校保健

11．産業保健

12．成人・老人保健

13．精神保健

14．感染症対策

15．国際保健

16．その他

3．22

2．95

3．55

6．16

7．59

3．11

6．45

3．68

2．27

1．54

8．21

4．32

1．93

2．85

2．02

5．50

2．36

2．54

2．49

4．78

4．90

2．44

6．98

3．93

1．55

0．75

5．52

2．84

1．32

2．12

2．26

2．26

（出典：衛生学公衆衛生学教育協議会
ワークショップ資料）

2000年度

在，同協議会では，医学教育全体にわたる改革の

中で，さらなる検討を行っており，より新しい内

容へと改定中である．

　今までの議論では，これらのカリキュラムの履

修方法として，90分を2授業時間とし，30授業

時間を2単位とし，衛生学，公衆衛生学各30時

間2単位（合計4単位）を1年間に行うとして

いる．履修学年は，大学によって2～6年次に行

い，衛生学を先に行うことが望ましいとした．な

お，実習（学外地域実習，疫学統計実習，調査研

究など）は，衛生学，公衆衛生学各1単位の合

計2単位とし，衛生学・公衆衛生学4単位，医

療管理学1単位，選択科目3単位を合わせた合

計10単位を衛生学・公衆衛生学カリキュラムの

最低とした．

　2001年3月に医学における教育プログラム研

究・開発事業委員会から「医学教育モデル・コ

ア・カリキュラム」3）が発表され，同協議会とし

てもこれを受け止め，ワークショップの開催，各

大学へのアソケートなどを通じて，教育内容の改

善，カリキュラムにおける要点の強調や簡素化，

共用試験への対応などを行うため，卒前の社会医
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学教育の充実に向け，期限を決めた集中的議論を

行っている．

2．医療管理学・病院管理学教育の現状

　1999年末に行った日本病院管理学会の調査4）

によると，医療管理学・病院管理学に関連した講

座は，国公立で37％，私立で57％の大学が設置

している．多くは先述の衛生学公衆衛生学教育協

議会に参加しているが，関連講座は，16大学19

講座で，医療管理学，病院管理学，医療科学，地

域医療学などの名称が用いられている．講座の組

織は大学によりさまざまである．

　日本病院管理学会では，1995年にコア・カリ

キュラム案，1997年にコア・カリキュラム案の

GIOおよびSBOsを発表している5）．医学教育へ

の寄与の現状と役割は，衛生学・公衆衛生学のよ

うに伝統的に必須の教科目でなかったことから，

大学によってかなり異なる．1999年に日本病院

管理学会が行った調査によると6），1997年のコ

ア・カリキュラム案の内容の中で，医療情報，医

療関連法規，医療保障制度などの講義時間が多

く，医療・経営統計の意思決定，医療システムの

マネージメント，包括医療サービスの需要などの

講義時間が少なかった．医療環境や社会経済状況

の変化に伴って，医療経済，医療政策，医療評

価，医療情報の領域はますます重要になると思わ

れ，地域包括医療のリーダーシップを持つ医師へ

の要請が高まるなかで，これら関連領域の卒前教

育の重要性は増している．

3．法医学教育の現状

　2001年現在，法医学の講座数は80，在籍教員

数は教授75，助教授42である7）．日本法医学会

教育・研究委員会は，1999年に卒前教育に関す

るアソケートを実施した8）．その結果，教育目標

としては，「臨床に必要な法医学的知識を習得す

る」が最も多く（回答63大学中43），次いで，

「死体検案ができ，死体検案書が書けるようにな

る」（同前31）であった．授業の学年は，4年次

がもっとも多い．講義（実習含む）時間は，多く

の大学が50～70時間であるが，100時間以上の

大学，20時間以下の大学もあった．テユートリ

アル方式を導入している機関が4校あり，東海

大学では臨床科目の一環としてクリニカル・ク

ラークシップを実施している．

　具体的な講義内容は，総論，死体現象，法医中

毒学，交通事故を含めた損傷，法医病理学，薬物

依存，血液型，DNA多型，個人識別，医療過誤

を含めた医事法学などである．実習項目は，血液

型検査，毛髪・体液検査，染色体・DNA検査，

個人識別，組織標本鏡検，アルコール濃度測定，

青酸・パラコートなどの薬物試験，検死・解剖見

学，判例検討，死体検案i彗・死亡診断書作成など

が行われている．最近の遺伝学関係の知識と分析

技術の進歩により，人類遺伝学，DNA多型や個

人識別（親子鑑定）に関する授業が極めて増加す

る傾向にある．いずれにしても，医師として必要

な法医学の知識・技能・態度の教育，学生のモテ

ィベイショソを高めるための工夫，共用試験や医

師国家試験問題に対する対応なども各大学と法医

学会で継続的に検討されている．

4．寄生虫学・医動物学教育の現状

　社会医学に関連した分野として寄生虫学・医動

物学関連領域がある．2001年現在，80の大学の

うち，教授，助教授，講師の教官を置く寄生虫

学・医動物学関連の講座・分野は52大学にあ

る7），日本寄生虫学会教育委員会の調査による

と，寄生虫学・医動物学教育の単位数は1．6～3．0

単位で，主に医学部3年生で実施し，総コマ数

の33～50％を実習に当てている．テユートリア

ル制を導入している大学もある9）．「医学教育モ

デル・コア・カリキュラム（試案）」への対応や

共用試験の実施に向け，寄生虫学・医動物学の教

育におけるミニマムリクワイアメントなどについ

て日本寄生虫学会で継続的に議論されている9）．

国際化や高齢化などを背景とした新興再興感染

症，輸入感染症，日和見感染の増加などの課題に

対応できる卒前教育の充実が求められている．

5．国際保健学教育の現状

　保健医療分野での国際協力の増加，海外におけ

る災害医療の発生，新興再興感染症の問題など，

国際保健の分野でのニーズが高まる中，国際保健
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関連の講座が新しく設置されている．国際的な視

野と経験を持ち，国際保健医療に関心を持つ医学

生が増えており，この分野での充実した教育体制

の確立が望まれている．

6．課題と展望

　長崎大学医学部長斉藤寛教授は，医学に必要な

社会医学的側面について，次のように述べてい

る10）．「医学医療の最終の目的は，全ての人々が

日々の生活を充実して過ごすための身体的，精神

的，社会的な健康基盤を確保することにある．こ

れは憲法第25条に明記されている『公衆衛生の

向上及び増進』と完全に一致する．したがって，

将来における健康破綻を科学的に予知予測する予

防医学，さらに個人および集団の健康状態を増進

させるための健康増進医学がとくに重要となる．

1949年，WHOのWinslowによってなされた
『公衆衛生は共同社会の組織的な努力を通じて，

疾病を予防し，寿命を延長し，身体的・精神的健

康と能率の増進をはかる科学・技術である』とす

る公衆衛生（社会医学）の定義はいまもその輝き

を失っていない．現在の社会は超高齢化社会の到

来に伴う諸問題，新たな環境問題，自殺の急増に

みられる精神衛生の問題，国際保健と新興再興感

染症対策，さらには個人のプライバシーに係る倫

理的問題など深刻な数多の問題に直面している．

特に，疾病，死亡構造の面では，悪性腫瘍や循環

器疾患，代謝疾患など真の意味での完治を期待し

得ない慢性疾患が大部分を占める時代を迎えてい

る．このような時代にあっては，今まで以上に社

会医学の役割が重要であり，社会医学領域におい

て医学の包括性と統合性をふまえた上での，環

境，健康，生活，予防に焦点を当てた明確な理念

と科学的な方法論の提示が必要となる．」

　今後，わが国の医療も，ますます「患者中心の

医療」が求められている．人間は，社会的な存在

である．患者とは，社会の中で生活し，人生を営

む人々である．患者を社会から切り離して考える

ことはできない．今後の求められる医療における

社会医学の必要性は大きく，また，山積する保健

医療福祉制度的課題の解決は目下の急務である．

社会医学的知識，技能，ならびに態度を習得した

医師の養成のために，医学の世界において，社会

医学の重要性が理解され，人材確保を含めた社会

医学の教育基盤がますます発展することを祈念す

る次第である．
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